
様式第１号（第５条関係）

熊本市長宛て

１　申請者欄

２　転居について

チェック

３　交付申請額・実績報告額

円 円

円 円

円 円

※世帯全員分の住民票の提出が必要です。 ↑Aの1/2の額（千円未満切り捨て）

４　各種確認事項（該当する欄に○を付けて下さい。） かつ上限額内の金額

※各種事項のB.に○を付けた場合は、転居費等支援金の対象とはなりません。

本市が指定する移住等に関する調査に回答していること

日

年 月 日令和
今回申請する対象経費は、熊本市へ転
入するために発生した費用であること
に間違いありません。

B.満たさない

B.満たさない

B.満たさない

18歳未満の世帯員を１名帯同して移住する場合
※上限額15万円

18歳未満の世帯員を２名以上帯同して移住する場合
※上限額20万円

上記以外の場合
※上限額10万円

〒郵便番号

B.満たさない

人

　熊本市転居費等支援金交付要綱（以下「要綱」という。）に基づき、転居費等支援金の交付を申請するとともに、実績を報告します。

「転居費等支援金交付申請書兼実績報告書に関する誓約事
項」に記載された内容について

転居費等支援金の申請後、申請者または申請者と同一世帯
に属する者が、熊本市移住支援金及び転居費等支援金を申
請することはできないことについて

（２人以上の世帯の場合は世帯員全てが）
暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する
者でないことについて

要綱第２条に定める要件について

申請日から５年以上継続して、熊本市に居住し、かつ、就
業する意思について

就業先の法人の代表者又は取締役などの経営を担う者との
関係

該当するいずれか１か所にチェック A.対象経費の額（領収書等の額） B.申請額（漢数字不可）

メールアドレス

電話番号

転居費等支援金の対象経費について

転居費等支援金交付申請書兼実績報告書

氏名

フリガナ 生年月日

（和暦）

年 月

同時に移住してきた者の人数
（※申請者本人を除く）

引越業者等が作業を行った日
（※転入日の前後１か月間が対象となります。）

空き家バンク利用の有
無

（どちらかに○）

なしあり

現住所

B.満たさない

A.満たす

A.満たす

B.満たさない

B.満たさない

A.満たす

A.満たす

A.満たす

A.満たす

A.満たす



５　転出元の住所

６　添付書類（□欄にチェックしてください。）

【提示書類】

〈以下熊本市使用欄〉

写真付き身分証明書（提示により本人確認できる書類）

受付日 確認者 管理CD

転居費等支援金交付申請書兼実績報告書に関する誓約事項（様式第２号）

対象経費の領収証等の写し（対象経費は熊本市へ転入するにあたり生じた経費に限り、申請者又は申請者と同一世帯の
者の「宛名」が記載されているものであること。）

写真付き身分証明書（提示により本人確認ができるもの）

熊本市における住民票の写し（転入日から３か月以上経過後に発行されたものであり、世帯全員分の氏名、世帯主との
続柄並びに住所が分かるもの）

転入元の住民票の除票の写し（転入の直前の住所が熊本県外であることを熊本市住民票で確認できる場合は不要）

転出元の住所

郵便番号 〒

転居費等支援金用就業証明書（様式第３号）（本市で就業した日から３か月以上経過後に発行されたものであるこ
と。）


